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公共下水道事業で管渠を整備する場合の主な財源

項目 説明

国 費
国庫補助金

下水道整備を推進するための、国から地方公共
団体に対する補助金。

地方費 地方債
（下水道事業債）

地方公共団体が外部から資金を調達することに
よって負担する債務。

市費
地方債の充当率により発生する地方債以外の地

方公共団体の負担分。

〇 財源の説明について

下水道事業債

国 費

下水道事業債
充当率
100％

下水道事業債
充当率
100％

補助対象 単独

50％

50％

下水道事業債

市 費

全 体

公共下水道事業における管渠建設費の財源構成
（出典：下水道経営ハンドブック（平成30年））

〇 事業費（管渠整備費）に対する財源の構成について （一例）

国費は100万円単位、下水道事業債
は10万円単位なので、財源を全て活用
しても、端数が生じるケースがある。
この端数分は市費となる。
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公営企業会計の仕組み
•収益的収支と資本的収支の2本立ての予算･決算。
•資本的収入不足を収益的収入で補填する構造。
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例 城陽市水道事業会計 平成30年度決算
（単位：億円）
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負担金等
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資本的収支（税込） 収益的収支（税抜）

収益的収支の補填財源4.5億円
から資本的収支の不足額2.1億
円に充当します。

残額は翌年度事業費等の財源と
なります。
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城陽市公共下水道事業会計 平成30年度決算
（単位：億円）
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城陽市公共下水道事業会計 平成30年度決算
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下水道使用料の減免について

水道料金に関しての答申（本審議会） 城陽市上下水道料金の減免の状況（元年度決算見込）
●平成30年11月策定「城陽市水道事業ビジョン」策定にあたり、城陽市上下水道事業経営審議会から、下記の答申がなされています。

●城陽市では、①1人暮らしの高齢者(満65歳以上)で、前年中の総所得金額が145万円以下の人、②寡婦（税法上）で、前年中の総所得金額が
145万円以下の人、③生活保護を受けている人 を対象に上下水道料金の減免を実施しています［現制度］。

平成30年11月20日付 城陽市水道事業ビジョンの策定について（答申）【抜粋】
①～⑥ 略
⑦基本料金減免制度の見直し
現行の基本料金減免制度は福祉的施策の要素が強く、受益者負担を原則とする水道事業において負担することは、その趣旨にそぐわないと考えます。
今後も制度を継続する場合には、一般会計に負担を求めるなど、制度の見直しが必要です。

令和元年度の状況

水道料金 下水道料金 合計（円）

寡婦世帯① 世帯数 約194世帯 約182世帯

減免額 844,521円 949,152円 1,793,673

高齢者世帯② 世帯数 約1172世帯 約1116世帯

減免額 5,101,952円 5,820,076円 10,922,027

生保世帯③ 世帯数 約191世帯 約158世帯

減免額 831,461円 823,989円 1,655,451

→この度、下水道使用料の基本料金減免制度について議論する
減免総世帯
①+②+③

1,557世帯 1,457世帯

減額総期数 9,342期 8,740期 ※6で除した数値が対象世帯数となる

減免単価（1期あたり単価、1年間で
全6期）

1期500円
2期700円

1期800円 水道料金：値上下により減免額年度途
中変更あり

減免総額 6,777,934円 7,598,432円 14,376,366

（参考）府下１５市の上下水道料金の減免状況（漏水減免除く）

計算式

500円/期×1,521期×1.08（1期）
700円/期×4,684期×1.08（2期～4期）
700円/期×2期×3,137期×1.1（5期～6
期）

800円/期×5,798期×1.08（1期～4期）
800円/期×2,942期×1.1（5期～6期）

※世帯数を整数値にしているため、減
免総額と世帯区分別減免額に端数の
関係で差が生じている

減免実施の有無

減免内容

減免
財源

高齢者減免
児童扶養手当減
免

特別児童扶養手
当

特別障害者手当 寡婦寡夫減免 生保減免 低所得者減免

城陽市 〇 〇 × × × 〇（寡婦のみ） 〇 × 料金を充当

宇治市 〇 × × × × × 〇 〇 料金を充当 【金額ベースでの減免割合】

八幡市 〇→令和元年度末で廃止 〇 × 〇 〇 〇 × ×
全額一般会計繰
入

令和元年度水道料金決見額（税込） 1,374,162 千円 令和元年度決算給水収益に占める減免額の割合 0.49%
京都府下上記3市を除
く12市

×

令和元年度下水道料金決見額（税
込）

1,349,067 千円 令和元度決算下水道使用料に占める減免額の割合 0.56%

まとめ

〇上下水道料金の減免は京都府下15市でも実施しているのは本市を含め2団体のみ 【給水・水洗便所設置人口ベースでの減免割合】

水道契約世帯数（r2.6末） 32,408 世帯 左欄に占める減免対象契約割合 4.80%〇八幡市は上下水道事業が独立採算を原則とする地方公営企業の成り立ちからその減免費用は全額一般会計が負担して
いた

下水道契約世帯数（r2.6末） 29,646 世帯 左欄に占める減免対象契約割合 4.91%〇八幡市は令和元年度末をもって減免制度自体を全廃した。減免に際し平成30年度は減免を1/2に、令和元年度は減免を
1/4にする経過措置を設けた

【経過措置を設けた場合の影響額】

料金種別 減免額を1/2にした場合 減免額を1/4にした場合

水道料金 3,389千円 1,694千円

下水道料金 3,799千円 1,900千円

合計 7,188千円 3,594千円
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